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１．研究の概要 

日本社会では近年、本場の味を標榜している中華料理または中国料理店舗が増えてい

る。グローバリゼーションが進んでいることによって、国際的な人口移動も注目されてい

る。本研究は、異なる食文化が食行動に影響すること、外食産業に与える影響を明らかに

することを目的とし、現地調査やインタビューを行った。神戸市の南京町（調査 1）、東

京都の池袋、横浜の中華街（調査 2）を対象として、店長と来客に聞き取り調査を行った。 

調査１より、コロナ禍で来客数は以前より減少しているが固定層はあまり変化せず、中

国系、日中ルーツを持つ客が多い。また店長によると、中国料理が好きな日本人が多くな

ったから、本場の中華料理を作られるようになったという。調査２より、東京の元祖中華

フードコート「友誼食府」を選択している人々は、故郷（中国）への愛着があると判明し

た。この店は日本人客も多く来店するが、その理由としては美味しさと中国国内の多様な

地域食が食べられる店の作りから新鮮な感覚を受けることがあげられた。さらに店長へ

のインタビューでは、中華物産店と同じ場所でフードコートを営業することで、食事する

機能だけではなく、国際的な交流会のような機能も存在するという。そして、このような

新感覚の中華料理店がほかにも多く作られているとのことであった。 

このように、本研究では、中国の食文化が日本の中華食産業の営業形式、店舗に与える

影響について明らかにした。 

２．研究の目的 

中国の食文化が日本の外食産業に与える影響を分析することを調査研究の課題として、

複数の中華料理店の人気店の観察と店長と来客へのインタビューを行い、食文化と外食

産業の関係を考察する。この調査研究課題の遂行を通して、グローバリゼーションのもと

で異なる国・地域からもたらされた食文化が外食産業にどのような影響を与えるのかに

ついて検討することが最終的な研究目的となる。 

３．研究の方法 

【調査１】 

横浜・長崎の中華街と並ぶ日本三大唐人街の一つ、南京町を調査地とした。本格的な中華

料理、国際美食、中国食材を販売する店の中でも人気店である「華鳳（かほう）」を対象

として、店長や客へのインタビューを行った。 

【調査２】 

東京池袋駅の周りの中華料理店の実態を分析するため、人気店である「友誼食府（ゆうぎ

しょくふ）」とその隣の中華物産店「楽々屋」を対象として、食事風景を観察しながら、

聞き取り調査を行った。そして、日中ハーフの A さんにインタビューをして、日常生活

での外食状況について聞き取りを行った。 



４．研究成果 

調査１と調査２から： 

①グローバリゼーションにおける食文化は外食産業と深く関係があり、外食産業はます

ます国際化されている。 

②元々は日本人向けの店として作られたが、近年、中国人・国際児（ハーフなど）に向け

た本場の味を誇る中国料理店もたくさん作られるようになっている。 

③なかでも、特に四川料理は注目されている。市場占有率が高い理由は、日本人になじみ

深いごはんに合うおかずだからである。また、上海料理や広東料理は原価が高い材料が多

く、どうしてもコストが高くなる。しかし、四川料理は豆腐や豚肉を使う料理が多く、他

の料理に比べてコストが安い。 

④中華料理または中国料理を好きな日本人は増加している。中華料理が好きな日本人は

辛い料理も好んでおり、本場の味としての中国料理を嗜好している。 

⑤コロナ禍による中華料理店への悪影響はある程度存在するが、自粛が終わると次第に

回復して、来店していた特定の客が再び来るようになり、客層の対象はあまり変わってい

ない。 

以上の知見は、グローバリゼーションが進んでいることによって食文化も多元的になっ

ていくことを示している。その中で特に中国の食文化は外食産業と深く関係がある。今回

の調査は中華料理店の増える原因と日本人が中華料理を食べに行く原因を解明した。本

場の味の中国の食文化が日本の外食産業の営業形式と開店に影響していることを示し

た。 

今回は東京都内における中国料理の人気店を主な対象として、店長、来客の話を聞いた

が、あくまでも個人的な意見であり、特定の店の一時的な結果の可能性もある。研究の精

度を上げるためには今後さらに調査を続けることが必要である。 

５．資金使途 

旅費（国内旅費交通費）： 

8 月神戸・池袋でインタビュー調査（南草津・神戸往復） 

12 月東京・横浜でインタビュー調査（南草津・東京往復） 

その他（教育研究負担金）： 

学会参加費（日本社会学会）、文房具 

 
































